
令和5年　労 働 災 害 発 生 状 況 (休業4日以上の死傷者数）

業種別 古河労働基準監督署
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※ 数値は、労働者死傷病報告より集計したものであり、（　）内は死亡者で内数である。

※ 陸上貨物運送事業は「道路貨物運送業」、「陸上貨物取扱業」を合わせたものをいいます。

※ 新型コロナウイルス感染症へのり患によるものを除く
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第14次労働災害防止推進計画について

期間:令和５年（2023年）４月１日～令和10年（2028年）３月31日

死傷災害発生件数※２（業種別）（単年度）

・製造業 ９８人→８８人以下 ・運輸交通業 ４６人→４１人以下

・商業 ２１人→１７人以下 ・建設業 ２０人→１８人以下

古河労働基準監督署における14次防期間の目標

（令和９年度末時点の目標値）

死亡災害発生件数（5か年の合計） 死傷災害発生件数（全業種）（単年度）
０人を基本としつつ 令和９年度までに

１１人→５人以下 ２４２人→２３０人以下

重点事項
⑴ 事業場が自発的に安全衛生対策に取組むための意識啓発

⑵ 労働者の作業行動に起因する労働災害防止計画の推進

⑶ 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

⑷ 外国人労働者等の労働災害防止対策の推進、多様な働き方への対応
⑸ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進

⑹ 過労死等の防止等、労働者の健康確保対策の推進

⑺ 化学物質等による健康障害防止対策の推進

⑻ 業種別労働災害防止対策の推進


